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§1はじめに

　国際経済における商社の役割は，時代および国によっ

て様々に異なるが，それ，らに共通，かっ，本質的な役割

は，国際間の財取引の仲介を担うことである．日本の総

合商社のように，国際間の財取引の仲介以外に，金融の

仲介，および／あるいは，海外直接投資の調整等の様々

な機能を提供する向合でも，それは，商社固有の役割で

ある国際間の財仲介を円滑に遂行するためであるという

ことが指摘されるのである．

　商社は，基本的に，自らは財の生産を行わず，製造

企業の生産した財を貿易品として輸出（あるいは輸入）す

るのみである．それゆえ，商社は，製造企業の流通部門

を受け持つのみの存在であり，経済の実態にば何ら効果

を与えない帰属的な経済主体であると考えられた．つま

り，商社は，社会的資源配分の見地から，存在しない方

が望ましい必要悪であり，その存在に何ら積極的意義は

ないとみなされたのである。これが，伝統的正統国際経

済学において，商社の存在が無視され続けた理由の1っ

であった．しかしながら，かかる見解は，もはや修正さ

れるべきであろう．

　任意の財の国際貿易は，その財の生産と輸出（入）とい

う2つの経済活動から成り，これらのいずれを欠いても

成立しない．しかも，これら2つの経済活動は，共に価

格および為替レート等の不確実性の下で行われている．

それゆえ，国際貿易を行うことは，これら2つの経済活

動に係る費用と危険を担うことを意味し，単一の経済主

体では，これらの費用と危険の全てを負担しえない可能

性が存在する・

　しかしながら，財の生産は製造企業，そして，財の輸

出（入）は商社といった形で，それぞれに専門化した経済

主体が分割負担するならば，費用と危険の大きい国際貿

易をも遂行しうるということが起こりうる，このとき，

これら2つの経済主体は，不確実性下における財の国

際貿易において，互いに同等の重要性を有し，かっ，分

業と協業の法則が成立する関係にある．したがって，あ

る経済に，製造企業に加えて商社が存在するということ

は，当該経済の生産と貿易の態様に，多大の効果を与え

ていると推測されるのである．ところが，かかる商社の

役割の重要性にもかかわらず，商社を内包した国際貿易

の理論モデルを構築し，商社の存在が，経済の生産と貿

易構造に与える効果を分析した研究は，筆者の知る限り

いまだかって存在しない．

　本論の目的は，価格および為替レート不確実性の下で

財の生産と輸出を行う小国経済の貿易モデルを構築し，

国際貿易における商社存在の意義とその経済効果を，商

社の財輸出分担機能に注意を集中して理論的に分析する

ことである．以下，第2節において基本モデルを提出し，

第3節において，いくつかの比較静学分析を行い，不確

．実性下における商社存在の意義とその経済効果を明らか

にする．そして，最後に第4節において，本論のまとめ

と将来への展望を提出するであろう．

§2仮定と基本モデル

　国際貿易における商社存在の意義とその経済効果の分

析に注意を集中するため，本論では，いくつかの簡単化

の仮定を導入するであろう．しかし，そのことによって，

以下の議論の本質が損なわれることはない．

　モデルの経済にはπ個の輸出財生産産業が存在し，簡

単化のため輸出財生産産業バ＝1，…，π）に属する製造企

業は，生産した財を全て輸出するものとする．本論では，

議論の複雑性を避けるため，各産業の代表的製造企業

（以下，製造企業ブと呼ぶ）のみの行動を分析するが，各

産業は多くの製造企業からなり，それゆえに，・モデルの

製造企業は，全ての財市場において完全競争的に行動す

るものとする．

　同様に，製造企業の生産した財の輸出に関与する商社

についても，モデルの経済には，多数の商社が存在し，

それゆえ，各商社も全ての市揚で完全競争的に行動する

ものとする．

　以下，この節において，まず，製造企業と商社の主体

均衡ついで，輸出財市揚の市場均衡の特性を議論する．

　2．1製造企業の主体均衡

　製造企業ブが生産する財は，製造企業自らが行う直接
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輸出，および，商社が間に介入する謡曲輸出によって海

外に輸出される．これらのうち，前者に関しては説明を

要しないと思われるが，後者の商社関与の間接輸出に関

しては，若干の説明を加える必要があろう．

　商社が財の輸出に関与する形態は，2種類存在する．

すなわち，1っは，商社は，単に製造企業が行う財の輸

出を仲介するのみで，輸出手続および輸送手配等を肩代

わりするに引き換えて，製造企業から仲介手数料を徴収

するケースである．つまり，このケースでは，財の輸出

費用は流通に専門化した商社が負担するが，輸出に伴う

危険は，世界市場で財を販売する製造企業が負担するの

である．以下では，かかる形態の財の輸出を“商社関与

の仲介翰出”とよぶであろう．

　そして，他の1つは，商社は，製造企業の生産した財

を確定的な仲買価格で一旦購入し，それを自らの責任に

おいて輸出するケースである．それゆえ，このケースに

おいては，製造企業は，自己の生産物を仲買価格で商社・

に売却することによって輸出に伴う費用と危険の全てを

商社に転嫁し，流通に専門化した商社が輸出に伴う費用

と危険の全てを負担するのである．以下，この形態の財

の輸出を“商社関与の仲買輸出”と呼ぶことにする．

　さて，以上の議論にしたがえば，直接輸出と間接輸出

によって自己の生産物を輸出する製造企業ブの邦貨建

利潤π，は，

　　　π’＝θPノ（〃’十zゴ）＋9ゴ3ゴーん，（〃ノ）一τゴ乞ゴー。ゴ（のゴ），

　　　　　　　　　　　　　　　　ブ＝1，…，η，　　（1）

と定義される．ここで，∬ノ，8ノ，2ゴおよび駒は，それぞれ，

製造企業ブの出∫量，商社関与の仲買輪出量，商社関与

の仲介輸出量，および，直接輸出量である．また，θは

邦貨建為替レート，初はブ財の海外価格，㊨は商社関

与の仲買輸出におけるゴ財の仲買価格，そして，τゴは商

社関与の仲介輸出におけるゴ財の仲介乎数料である．

最後に，勿勅）および0，（のゴ）は，それぞれ，製造企業ブ

の直接輸出費用関数および生産費用関数である．完全競

争市揚の前提の下では，企業ゴの直接輸出費用は，具体

的には，海外輸出部を維持する費用，輸出手続き費用，

輸送費用等からなる．これらの2っの費用関数に関して

は，それぞれ，

　　　ん〆（〃ブ）＞0，　んゴ”（！ノブ）＞0，　ブ＝1，…，π，（2）

　　　o〆（㊥＞o，　・〆’（コじゴ）＞0，　ゴ＝1，…，π，（3）

の性質が成立するものとする．

　（1）において，右辺第一項は，直接輸出収益と商社関

与の仲介輸出収益の和，第二項は商社関与のイ中買輸出収

益，第三項は直接輸出費川，第四項は商社関与の仲介輸
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出費用，そして，：最後の項は生産費用である．製造企業

ブは，全ての市場において完全競争的に行動すると仮定

され，ているので，（1）に含まれる価格変数p，，gゴ，τノおよ

びθは，全て当該製造企業にとって所与とみなされる．

ここで，吻＝3ゴ十駒十Zノが成立することを考慮すると，

（1）は，

　π戸8P，＠ガ3，）＋9，3ゴーんゴ（写ゴ）一τゴ（η一穿，一3ゴ）

　　　　　　　　　　　　　　一〇，（のゴ），　　　　（1’）

と書き直される．

　本論では，製造企業ゴは，期末市揚変数であるゴ財の

海外価格物および邦貨建為替レートθに関する不確実

性に直面しているとする．しかし，これらのランダム

変数に関する製造企業ゴの期待は，結合確率密度関数

9ゴ（Pゴ・θ）によって与えられるとする．他方，本論では，

その他の価格変数卿とτノは，初およびθに先立って決

定されるので，確定的な変数であるとみなされる．

　利潤上で定義された製造企業ゴのフォン・ノイマン冨

モルゲンシュテルン型の効用関数を吻（π，）とすると，

製造企業ブの利潤からの期待効用Eゴ［％，（πゴ）コは，

　Eノ［％，｛θPゴ＠ゴーs，）＋9，3ノーゐゴω一τゴ（卯ゴー3ノゴー3ゴ）

　　　　　　　　　一〇，（のゴ）｝］，　ゴ＝1，…，π，　（4）

となる．ここで，易［・］は，製造企業ブのランダム変

数に関する期待値記号である．製造企業ゴの効用関数吻

に関しては，

　　　秘〆（π，）＞0，％，”（πノ）く0，　　　　ゴ＝1，…　，7L，　　　　　（5）

が成立すると仮定する．このとき，工専’（πゴ）く0の成立

は，当該企業が危険回避的な経済主体であることを意味

する．

　生産物価格・為替レート不確実性下の製造企業ゴは，

（4）で定義される期待効用を極大化するように生産量劣ゴ，

商社関与の仲買輸出：量3ゴ，および，直接輸出量駒を決

定する．したがって，節点最適を前提にすると，製造企

業ブの最適化の第1階の条件は，それぞれ，

　　　1ら［｛8Pブーτゴー。〆（吻）｝％〆（πゴ）］＝0，　　　　　　　　　（6）

　　　　　五》［（9ゴ＋τ，一θPゴ）％〆（πゴ）］＝o，　　　（7）

　　　　　　　　　　　τゴーん〆肋）＝o，　　　（8）

によって与えられる．製造企業ブの最適化の第2階の条

件は，（2），（3）および（5）で表される費用関数および効用

関数の性質下では，つねに成立する．

　2・2商社の主体均衡

　商社の主たる役割は，製造企業の輸出に関与すること

によって，経済の輸出活動を担うことである．前項にお

いて議論したように，商社関与の輸出は，“商社関与の

仲介輸出”と“商社関与の仲買輸出”からなる．したが
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って，モデルの経済に属する商社双＝1，…，1ζ）が，財

ブ（＝1ヂ・・，π）をこれら2っの方法で輸出したときの邦貨

建利潤πんは，

　　　π為＝Σ｛τゴzゴ滝＋（θPゴーα，）sゴ配一ル（毎＋s，冶）｝，

　　　　　ゴ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　あ＝1，…　，K，　　（9）

と定義される．ここで，ZゴかおよびS彊は，それぞれ，．

商社あによる財ブの仲介輸出量および仲買輸出量，

ル（Zμ十Sゴ滝）は，商社海が財ブを貿易するケースの費用

関数であり，

　　　∫ガ＞0，　∫酢”＞0　　　　　　　　　　　（10）

の性質を持つものとする．そして，その他の記号は，（1）

における記号と同一であるとする，

　ランダム変数である生産物価格物（ゴ＝1，ゆ・・，7L）および

為替レートθに関する商社乃の期待が，結合確率密度関

数9初（Pエ，…pπ，θ）によって与えられ，かっ，利潤上で定

義された商社乃のフォン・ノイマン＝モルゲンシュテル

ン型の効用関数が，晦（π冷）で表され，るとすると，商社彦

の期待効用関数現［恥（元ん）］は，．

　現［蝋Σ｛τ，（塩一8，ん）＋（θP「9，）動rみ（晦）｝］，

　　　　　　　　　　　　　　　　な＝1，…，K，　（11）

となる．ここで，濁産（＝Zμ十Sゴのは，商社ん関与の財

ブの輸出総量，そして，現［・コは，ランダム変数に関す

る商社乃の期待値記号である．また，商社乃の効用関

数は，（5）で表される製造企業と同様の性質を持ち，そ

れゆえに，商社も，危険回避的経済主体であるとする．

　生産物価格および為替レート不確実性の下で，商社乃

は，（11）で定義される期待効用を極大化するように勾冶

および賑を決定するものと仮定される．それゆえ，商

社鳶の最二化の第1階の条件式は，内点：最適を前提とし

て，それぞれ，

　　　E彦［（8pゴーg，一τゴ）％〆（π髭）］＝0，　　　　　　　　、　　（12）

　　　　　　　　τゴール’（η彦）＝0，ブ＝1，…，η，（13）

となる．商社鳶の最適化の第2階の条件は，当該商社の

効用関数および費用関数の性質の下ではつねに成立す

る．

　2・3市場均衡の特性

　財ブの価格Pゴσ＝1，…，η）および為替レートθは，全

て期末の世界的な財および為替市揚において決定される

ので，小国経済を前提とする本論のモデルでは，θpゴに

関する製造企業ゴおよび商社彦の期待は，これら経済主

体の個別行動のみならず，当該経済の産業行動からも独

立である．それゆえ，製造企業ゴおよび商社海のランダ

ム変数に関する結合確率密度関数gゴおよび伽は，とも
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に，製造企業ブ，商社乃，および，当該経済にとって所

与であるとみなされる．

　他方，財ゴの商社関与の仲介輸出における仲介手数料

τゴ，および，財ブの商社関与の仲買輸出における仲買三

二gゴの決定に関しては，次の2つのケースが老慮され

る．

　ケース五：財ゴの仲介手数料τ，および仲買価格qゴが，

世界市場で決定されるケースである．すなわち，財ゴ

の輸出における仲介手数料および仲買価格が，世界的な

製造企業と商社間の競争で決定されるのである．したが

って，このケースでは，τノおよび㊨は，モデルの経済

に属する製造企業および商社の個別行動のみならず，当

該経済の産業行動からも独立になる．つまり，τ，およ

び卿は，共にモデルの製造企業ゴ，商社鳶および産業の

全てにとって確定的なパラメーターであるとみなされる．

　ケースB：財ゴの仲介手数料τゴおよび仲買価格のが，

小国経済の財輸出市場において決定されるケースである．

かかる状態は，輸出手続の特殊性，言語，商習慣の相違

等によって，当該経済の財輸出市場に外国商社が参入し

えないケースに対応する。こめとき，τゴおよびq5は，

当該経済に属する製造企業と商社のみが参加する財ブの

仲介輸出市場および仲買輸出市揚の市川均衡によって決

定される．それゆえ，gゴおよびτゴは，モデルの経済に

属する製造企業と商社の個別行動からは独立であるが，

輸lji財生産部門の産業行動には依存する．すなわち，τゴ

および佛は，当該経済にとって内生変数となるが，当

該経済に属する製造企業および商社にとっては，依然と

して，所与の確定的なパラメーターとみなされる，

§3　生産・貿易構造と商社

　商社の存在が，製造企業と商社からなる経済の生産と

貿易構造に与える効果は，前節において言及した財輸出

市揚形態の相違，すなわち，財輸出市場形態がケース且

とケース召のいずれであるかに依存して異なるであろ

う．それゆえ，本来ならば，これら2っのケースの双方

を別々に分析すべきであろうが，紙数の制約上，本論で

は，一層一般的と見徹されるケース凶における商社存

在の意義と経済効果の分析のみを行い，ケースBにお

ける分析は，別の機会にゆずるであろう．

　財ノ（＝1，…，π）の輸出市揚形態がケースオに分類され

る経済では，ランダムな財ブの価格初と為替レートβ

の結合確率密度関数，確定的な財ブの仲介手数料τノお

よび仲買価格のは，モデルの経済に属する製造企業と

商社のみならず，当該経済の輸出財生産部門の活動から

尋
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も独立である．したがって，以下では，かかる前提を考

慮して議論をすすめるであろう．

　製造企業ゴの最適化の第1階の条件は，（6），（7）および

（8）によって与えられる．しかし，（6）と（7）より直ちに，

　　　gゴー。ゴ’（詔ゴ）＝0，　　　　　　　ブ＝1，・・㍉π，　　　　　　　（14）

が求まる．したがって，（8）と（14）を考慮すると，つぎ

の命題が成立する．

　命題1：商社が存在するとき，生産物価格および為替

　　　　レートが不確実であり，かつ，製造企業が危険

　　　　回避的であっても，経済の輸出財生産部門に属

　　　　する製造企業（そして，同じことであるが，当

　　　　該生産部門）の最適生産量および直接輸出量は，

　　　　かかる確率変数の期待状態および製造企業の企

　　　　業回避の程度から独立に，前者は確定的な仲買

　　　　価格，そして，後者は確定的な仲介手数料のみ

　　　　に依存して決定される．

　この命題は，興味深い．もし，商社が存在しなければ，

製造企業は，自己の生産した財の全てを，直接輸出によ

って海外に販売しなけれ，ばならない。かかるケースの製

造企業ブの最適化の第1階の条件式は，つねに勘＝0か

っ紛＝駒が成立することを考慮すると，

　　　易［｛θ乃一ん〆（切一〇〆（㊥｝啄（πゴ）］；o，

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1，…，π，　（15）

で与えられる．このとき，（15）からただちに明らかなよ

うに，商社が存在しなければ，製造企業ブの最適生産量

（＝最適輸出呈）ηは，当該製造企業の生産物価格の不

確実性，為替レートの不確実性，および，当該製造企業

の危険に対する態度から独立ではなく，これらの全てに

依存して決定されるのである，かくして，この議論を命

題1に老弄すると，商社の存在は，財および為替の先物

市揚存在のケースと同様に，輸出財産業において危険分

散機構として機能することが理解されるのである．

　他方，製造企業ブが選択する商社関与の：最適仲買即売

量3ブは，（8）および（14）で．与えられる¢ゴと駒を所与と

して，（6）あるいは（7）を解くことによって導出される．

それゆえ，3ゴは，商社が存在しても，なお，生産物価

格と為替レートの不確実性，および，製造企業の危険回

避の程度に依存する．したがって，この結果と命題1は，

商社が存在するとき，製造企業（および，輸出財生産部門）

の最適生産・直接輸出量決定と商社関与の間接輸出構成

決定の間に，“分離定理”が成立することを示している。

　商社が存在するケースにおける製造企業ゴの生産量：，

直接輸出量および商社関与の仲買輸出量の最適値を，そ

れぞれ，吻，〃σおよび鞠とすると，前提より，匂〉
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陶および物＞0の関係が成立する．それゆえ，最適化

の第1階の条件式（7）の左辺をξとおくと，それぞれ，

　　　0≦sゴ≦鞠が成立する3ゴに対して，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商社が

　　　　存在しないケースに比較して，ゴ財輸出産業部

　　　　門に属する製造企業の生産量，そして，同じ事

　　　　であるが，当該産業の生産規模を増大させる効

　　　　果をもつ．

　この命題を命題1に考慮すると，商社の存在は，経済

の輸出財生産部門の生産規模を拡大するとともに，かか

る産業の生産規模を財価格と為替レートの不確実性，お

よび，製造企業の危険回避の杜度の双方から独立に保つ

という経済効果を持つことが理解される，それゆえ，も

し，当該経済に労働の過少雇用が存在するような状態で

は，商社の出現は，安定的な労働雇用増を創出するので

ある．

　加えて，製造企業ブによる直接輸出の限界費用好（¢ゴ）

が極めて大きいケースでは，商社が存在しなければ，当

該製造企業の参入さえ発生しえない可能性がある．かか

る極端なケースでは，商社の存在は，商社が存在しない

状況において存立し得ない幾つかの産業を，新たに世界

市揚に組み入れるというドラスティックな変化を生じる

可能性を有する．それゆえ，かかる揚合，商社の存在が，

世界経済全体から判断して，資源利用・配分のアンバラ

ンス，および／あるいは，過当競争等の原因になりうる

ことも指摘されるであろう．

　命題1において示されたように，製造企業ブが選択す

る商社関与の総輸出量（¢ゴー吻は，ランダム変数θ乃か

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ξ／∂3ブ〈o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）

および，

　　　陶〈駒≦の‘ノが成立する駒に対して，

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ξ／∂忽ゴ＞o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）

が成立する．また，（8）より，

　　　τ，一ゐ！（靭）〈o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）

が成立する．したがって，（16）一（18）を考慮すると，

　　　勘＝駒＝勉ゴ，鞠＝0のとき，

　　　E，［｛θpゴーτゴー。〆（躍εゴ）｝％ゴ’（πゴ）｝く0，　　　　　　　　（19）

が求まる．他方，商社が存在しないケースにおける製這

企業ゴの最適生産量をのσノとすると，賜＝勧において

（15）が成立する。かくして，他が早い・とすると（15）と

（19）より，

　　　ωのく」匹σ　　　　　　　　　　　　　　　　（20）

を得る．よって，（20）より直ちに，つぎの命題が提出さ

れる．

　命題II：他を一定とすると，商社の存在は，
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ら独立である．しかし，かかる商社関与の総輸出量が，

商社関与の仲介輸出量Zゴと商社関与の仲買輸出量3ゴの

いずれに配分されるかは，ε初の分布状態に依存する．

それゆえ，以下では，ランダム変数ρ＝θ物の期待値ρ8，

および，ρの不確実性伽の変化が，製造企業ゴによる商

社関与の輸出総量の内部構成（3，十2ゴ）に与える効果を分

析する．

　不確実な変数である財価格功と為替レートθの積と

して定義されるρの期待値ρ6の変化が，製造企業ゴの

商社関与の輸出構成に与える効果は，次のようにして導

出される．すなわち，ρを新しく微小な確定的シフト・

パラメーターεを用いてρ十εと変換し，これを製造企

業ブの最適化の第1階の条件式（7）のρに代入し，その

両辺をεで全微分し∂3ノ∂6を求めこれをε＝0において評

価すると，その値が，ρの期待値ρθの変化が製造企業ブ

の商社関与の仲買輸出量：3ゴに与える効果∂酬∂ρ8を表す．

そこで，かかる方法を用いて∂3，／∂ρ8を求めると，

　∂85均［％ノ］＋（劃一8ゴ）動［｛θPゴーτゴー・ノ（㊥｝％〆’］

　∂ρ6　　　　　　　　　　　1）　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）

となる．ここで，エ）＝Eゴ［｛θPゴーτゴー。，’（吻）｝㌔ノ’］〈0で

ある．したがって，Eゴ［吻’］＞0，詔，一3，＞0，および，均

衡点の近傍においてE，［｛θP，一τブー。〆（¢ゴ）｝賜〆’］＞0が成

立することを（21）の右辺に考慮すると，∂3ゴ／∂ρθ＜oが成

立する．他方，∂sゴ／∂ρ8十∂酬∂ρ6＝0の成立を考慮すると，

∂2ゴ／∂ρθ＞0も直ちに求まる・（（21）および次の（22）の符号

判定の詳細な証明は，スペースを省くため，ここでは省

略されるが，要求次第，筆者より別途入手可能である．）

　ランダム変数ρの不確実性侮の変化が，製造企業ゴ

の商社関与の仲買輸出量3ブに与える効果∂酬∂ρ％は，2

っの確定的なシフト・パラメーターεとγを用いてρを

新しくγρ十εに変換して（7）のρに代入し，次に，その

両辺をγで全微分して∂3，／∂γを導出し，これを，dε1dγ＝

一ρ8を老翻しつつε＝0およびγ雷1において評価するこ

とによって求められる．それゆえ，かかる手法で，ラン

ダム変数ρの不確実性伽の変化が，製造企業ブの商社

関与の仲買輸出量8ノに与える効果を求めると，

　　　　五レ［（ρ一ρ8）％〆］

　∂3ゴ　＋画一8，）動［（ρ一ρ・）｛θP’一τ’一・〆＠’）｝初日’］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　∂ρ”　　　　　　　　　　　刀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

が導出される。したがって，（22）の右辺において，

角［（ρ一ρ8）％〆］＜0，＠，一3，）＞0，D＜0，および，均衡点

の近傍において乃［（ρ一ρ¢）｛θ物一τゴーθノ（の，）｝％〆’］＜0

が成立することを考慮すると，（22）の右辺の符号は正，
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すなわち，∂3ノ∂侮＞oが求まる．また，ρ6変化の効果

を糠喜したケースと同様の推論より，∂2ゴ／∂侮く。も直ち

に求まる．したがって，命題1，（21）および（23）に関す

る議論より，次の命題が成立する．すなわち，

　命題III：製造企業（そして，同じことであるが，輸

　　　　出財生産部門）の商社関与の最適輸出総量は，

　　　　期末の競争的世界市揚で決定される生産物価格

　　　　および為替レートに関する製造企業の期待変化

　　　　から独立であるが，その内部構成は，これらう

　　　　ンダム変数に関する製造企業の期待状態に依存

　　　　する．すなわち，製造企業および輸出財生産部

　　　　門の商社関与の仲買（仲介）輸出量は，これらの

　　　　ランダム変数の積の期待値の減少（増加）関数，

　　　　そして，その不確実性の増加（減少）関数である。

　この命題は，商社関与の仲介輸出および仲買輸出の特

性を考慮すると，直感的にも尤もらしい．と言えよう。し

かし，一点だけ追加的に言及すべきことは，製造企業が

端点最適として，財の輸出を全て商社関与の仲買輸出を

通じて行うことを選択している場合，当該製造企業は，

もともと，財輸出に伴う危険から完全にフリーであり，

ランダム変数の分布状態の限界的変化に全く反応しない

ということが起こり得るという点である．このケースで

は，製造企業の財輸出において，商社の存在が，その情

報収集・蓄積の優位性のゆえに，輪出に伴う危険から製

造企業を完全に防御する防波堤的機能を果しているので

ある．

　最後に，商社乃の最適化の第1階の条件式は，（12）お

よび（13）によって与えられる．したがって，直ちにつぎ

の命題を得る．

　命題IV＝商社んが関与する財ゴの輸出総量Xμは，

　　　　財ゴの価格と為替レートの不確実性，および，

　　　　商社自身の危険回避の程度から独立に，確定的

　　　　な仲介手数料τゴのみに依存して決定される．

　命題IVによれば，商社関与の輸出仲介手数料が，財

の価格および為替レートの不確実性が解除される前に世

界市揚で競争的に決定されるとき，商社は，商社関与の

財輸出量：決定において，あたかも危険中立的であるかの

ように行動することが観察される．しかし，それは，必

ずしも，当該商社が，現実に危険中立的であることを意

味しない．それは，かかる市場形態においては，商社の

存在そのものが，商社自身にとって危険分散機構として

機能するからである．

　もちろん，商社といえども，直面する不確実性を完全

に転嫁することは出来ず，（12）から明らかなように，商
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社自身の輸出の内部構成は，なお，財価格および為替レ

ートの不確実性に依存するのである．しかし，ここでは，

商社選択による輪出の内部構成が，これらランダム変数

の期待状態にいかに依存しているかの分析は，紙数制約

のため省略され，る．というのは，モデルの小国経済の財

輸出において，当該小国の商社関与による輸出の内部構

成を決定するのは，商社ではなくて製造企業だからであ

る，

§4　おわりに

　本論において，財価格と為替レート不確実性の下で，

完全競争的に行動する財輸出製造企業と商社を含む小国

の国際貿易（特に，財輸出）モデルを構築し，それを用い

て，かかる不確実性下の財輸出における商社存在の意義

とその経済効果を分析した．本論の分析結果の主要なも

のは，命題1－IVに要約されているが，これらの命題は，

不確実性下の国際貿易における商社存在の意義とその役

割が，いかに重要であるかを示している．

　不確実割下の国際貿易における商社の存在は，製造企

業にとって，財の輸出における費用を軽減する機構とし

て機能するに加えて，財の輸出に伴う危険を分散する機

構として機能することに，本来の意義と役割を有するの

である．それゆえ，財および為替の先物市場が未発達の

状態における国際取引，あるいは，これらの先物市場へ

．の参加が制限されている多くの発展途上国の国際貿易に

おいて，商社の存在は，輸出財生産部門の生産規模の安

定的拡大に，多大の貢献をなすことが指摘されるのであ

る．

　もちろん，本論で拠出された製造企業と商社．を老直し

た国際貿易モデルは，なお，完全なものではなく，現実

の商社活動の全ての局面をカバーするものではなかった．

現実の商社は，財の輸出（入）に関与するのみでなく，製

造企業の貿易金融，あるいは，海外直接投資に関与する

等，様々の国際経済活動に関与している．また，いくつ

かの商社は，ある市揚で価格支配力をもつ程に巨大であ

る．かかる事実を老慮したとき，商社存在の意義とその

経済効果はどのように評価されるのか，あるいは，伝統

的正当国際経済学において導出された多くの諸基本定理

がどのように修正されるのか，といったことを分析する

ことも，本論における分析と同様に興味深くかつ重要で

ある．しかしながら，これらに関する議論は，別の機会

にゆずるであろう．

　　　　　　　　　　　　　　　（横浜市立大学商学部）
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